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投資家気候⾏動計画(ICAPs) 期待達成レベル評価
は、投資家が既存のイニシアティブやガイダンスを

利⽤する唯⼀かつ包括的なフレームワークを通じ

て、気候変動への⾏動をサポートするものです。 

期待達成レベル評価は包括的なもので、気候変動への取り

組みの段階に関わらず、すべての投資家を対象としていま

す。そのため、期待達成レベル評価では、気候変動につい

て検討を開始した投資家（レベル４）からネットゼロの基

準設定へと前進している投資家（レベル１）まで、４つの

レベルでの⾏動の概要を⽰しています。

期待達成レベル評価は、投資、企業とのエンゲージメント、

政策アドボカシー、投資家による情報開⽰という連動する４

つの重点分野と、これらの分野を横断的につなぐガバナンス

を対象としています。これは、投資家が使⽤する可能性があ

るツール、アプローチ、イニシアティブに対して中⽴であ

り、また投資家がどの分野で進展があり、またどの分野がさ

らなる前進を必要としているかを確認するための「⾃⼰評価

チェックリスト」としても利⽤できるものです。 

投資家には、期待達成レベル評価で設定された推奨される

アクションの実⾏および、ICAPsのレベルを移⾏していく⽅
法の詳細については、ICAPsガイダンスを参照することをお
勧めします。ガイダンスには他にも、７つの投資家アジェ

ンダ創設パートナーからの出版物を含む、期待達成レベル

評価を⽀えているリソースに関する以下推奨イニシアチブ

の情報も含まれています：ネットゼロのためのグラスゴー

アライアンス(GFANZ)、ネットゼロ・アセットマネージャー
ズイニシアチブ (NZAM)、パリ協定アセットオーナーズ
(PAAO) 、そして国連ネットゼロアセットオーナーズイニシ
アチブ(NZAOA)です。

設定されているレベルは、投資家
に次のようなサポートをすること
が期待されています: 

気候変動のリスクと機会を管理する

ための既存のアプローチの評価。

 

スタンドアロンの ICAP (気候移⾏計
画またはネットゼロ移⾏計画と呼ば

れることが多い) の発⾏。

ICAP の要素の、気候変動戦略、投資
信念、移⾏計画、情報開⽰への組み

込み 

現在の活動と計画関係者とのコミュ

ニケーション 

期待達成レベル評価で使⽤される重要な⽤語の⽤語

集は、この⽂書の最後にあります。
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はじめに

投資家気候⾏動計画
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法的免責事項
The Investor Agendaとそのパートナーは、適⽤されるすべての法律および規制を遵守することを約束します。とりわけ独占禁⽌法やその他の規制法および規
制、ならびにそれらが課す情報交換およびその他の協調的な関与に対する制限が含まれます。ICAPs 期待達成レベル評価および ICAPs ガイダンス フレームワ
ークで⾔及されているガイダンス、ベストプラクティス ツール、または戦術を採⽤する選択は、常に個⼈投資家の最終的な裁量に委ねられており、受益者の
最善の利益を考慮して投資するという受託者としての義務に沿った形で、⾃分⾃⾝の意思決定に基づいてのみ判断されます。ICAPs 期待達成レベル評価およ
びICAPs ガイダンスフレームワークの⽬的は、管轄権を考慮しながら、異なる権限、背景、戦略、⽬的があることを認識したすべての投資家が使⽤できる⾃
主的なフレームワークを提供することです。ICAPs期待達成レベル評価とICAPsのガイダンスのフレームワークは、情報提供のみを⽬的としており、法律、税
務、投資、財務、その他の助⾔として解釈すべきではありません。

https://theinvestoragenda.org/wp-content/uploads/2021/05/guidance.pdf
https://theinvestoragenda.org/the-partners-2/
https://www.gfanzero.com/
https://www.netzeroassetmanagers.org/
https://www.parisalignedassetowners.org/
https://www.unepfi.org/net-zero-alliance/


重点分野

投資1
レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

⽬標設定

ポートフォリオの温室
効果ガス (GHG) 排出量
を測定する。

ポートフォリオの排出削
減および/または資産調整
の⽬標を、国内政策⽬標
または NDC に整合させな
がら、ポートフォリオの
気候リスクと機会を考慮

して、設定する。

ポートフォリオの排出削減⽬標を、
1.5度と2050年の世界排出量ネット
ゼロに整合させる。

ネットゼロ・コミットメントを⾏った後、１２ヶ⽉以内に5年ご
とに中間的なポートフォリオ排出削減⽬標および/または資産ア
ライメント⽬標を設定し、短期的には最低でも2030年までにま
たは2050年よりも早い時期にグローバル・ネットゼロ・エミッ
ションを達成する（オーバーシュートを起こすことなく、また
は限定的なオーバーシュートのみで）。

ネットゼロ・インベスト
メント・フレームワーク
（NZIF）、ネットゼロ・
アセット・オーナーズ・

アライアンスの⽬標設定
プロトコル（TSP）、⾦
融機関向けの科学的知⾒

と整合した⽬標イニシア
ティブを⽤いて、2050年
またはそれよりも早い時
期にグローバルなネット

ゼロ・エミッションを達
成することに整合させ

た、事業活動の排出量に
ついてスコープ1と2の脱
炭素化⽬標を設定する。

⾦融機関向けの科学的タ
ーゲット・イニシアティ

ブ。

各アセットクラスにおいて、気候ソ
リューションのためのネットゼロ⽬
標を設定する。

（資産及び∕⼜はセクタ ーレベルで
の）排出量が重要であり、データが

⼊⼿可能な場合には、 スコープ3の
脱炭素化⽬標を設定する。

⾦融機関のためのアカウンタビリテ

ィ・フレームワーク（AAFI）のベス
トプラクティス・ガイダンスに沿っ

た、森林破壊撤廃に関する⾦融セク
ター・ロードマップなどの確⽴され
たリソースを⽤いて、2030年までに
森林破壊と転換に取り組むという世

界的な⽬標に整合したポートフォリ
オ⽬標を設定する。

NZIF、SBTi、TSPなど、実績の設定、評価、報告、検証のための
認知された⽅法論やフレームワークを⽤いて、5年ごと（デー
タ、⽅法論、ビジネスモデルに重要な更新や進展があった場

合、または予想より早く⽬標が達成された場合は、それよりも
早く）に中間⽬標を⾒直す。

ポートフォリオ及び∕⼜は資産レベルで、全ての資産クラスに
わたる全ての⾼排出セクターについて脱炭素化⽬標を設定し、

顧客（資産所有者、受益者等）、ポートフォリオ及び実質経済
の削減指標を設定する。

重要な⾮炭素排出量（化⽯メタンや⽣物起源メタンなど）の⽬
標を設定し、エネルギー部⾨からのメタン排出量を2020年⽐で
2030年までに64%削減し、1.5℃へのパスウェイと整合させる。

ネットゼロの進捗を測定するため、絶対量と原単位（経済的原

単位と物理的原単位の両⽅）の指標を確⽴する。

2030年以降、排出削減⾏動によって中和することが不可能な排
出量について、炭素除去・貯留の⽬標を設定する。これは、例
えば、NZAOAやNZIFが設定した炭素除去・貯留の基準に準拠し
た、あるいはそれよりも野⼼的な⾼品質の炭素クレジットによ

って⾏うものとする。

戦略

投資戦略における全体

的な⽬的と優先順位を
定める。

投資分析、意思決定、
投資マネージャーやコ
ンサルタントの選定・
任命、モニタリング、
評価に、気候変動・移

⾏ファイナンス戦略を
組み込むための正式な
⽅針を確⽴する。

労働者、影響を受ける地
域社会、その他の主要な
ステークホルダーとの対
話を進め、公正な移⾏要
素を投資⽅針に組み込
む。

すべての⾼排出セクター
とポートフォリオ資産ク
ラスについて脱炭素化戦
略を定める。

ネットゼロ⽬標に整合してお

り、
科学的根拠に基づいたネットゼ
ロのパスウェイに沿った時間枠
で、 企業や⾼排出資産に関与す
る明確なコミットメントを含み
公正な移⾏の原則に沿ってお
り、
影響度の⾼い活動に関する⽅針

を遵守するための、遵守または
説明のアプローチを明確化して
いる。

化⽯燃料や、森林破壊、⽔、⽣物多
様性の損失など、影響の⼤きいセク

ターや活動に対する正式な投資⽅針
を策定する。その⽅針は、

製品・サービスの設計に気候変動戦
略をどのように組み込むかを⽂書化

する。

少なくとも1つのポートフォリオま
たは資産クラスについて、脱炭素化
戦略を策定し、実⾏を開始する。

ポートフォリオは、未対策の炭⼒発電をOECD諸国では2030
年までに、⾮OECD諸国では2040年までに確実に段階的に廃
⽌するという⽬標に整合させる。
ポートフォリオに含まれる未対策の⽯炭への既存投資は、
2030年またはそれ以前に段階的廃⽌計画を採⽤。
IPCCのオーバーシュートなしまたは限定的オーバーシュー
ト・シナリオ、OECM（One Earth Climate Model）、またはIEA
の2050年までのネットゼロ・シナリオに合致しない⽬的や最
終排出量の化⽯燃料インフラ資産への新規投資、または新規
油⽥・ガス⽥の探査∕⽯油・ガス埋蔵量の拡⼤への投資の停

⽌。
エネルギーへのアクセスを確保するため、影響を受ける地域
社会、労働者、消費者を含む、すべての段階的廃⽌および∕
または削減計画に対する直接的な利害関係者との関わり合
い。
代替再⽣可能エネルギーへの投資機会の検討。

投資先企業や影響を受ける地域社会を含むステークホルダーと
協働して、以下のようにしてすべての未対策の化⽯燃料を確実

にまた段階的に廃⽌する： 

ネットゼロ・エミッションへの実経済移⾏を⽀援する。これ
は、例えば、GFANZによって特定され、ICAPsの期待達成レベル
評価の「資産配分」のセクションに記載されている4つの主要な
資⾦調達戦略を利⽤することによって⾏うことができる。
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レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

リスク管理

ポートフォリオの気候リスク評価を

実施し、物理的リスクを含むポート

フォリオの気候リスクを定期的にモ

ニタリングする。

直接的及び間接的な物質的リスクを

軽減するためのアプローチを特定す

る。

移⾏と物理的リスクを含む1.5℃と
2℃のシナリオ分析を、確⽴された⽅
法論を⽤いて実施する。TCFDの勧告
に沿って、この分析を毎年⾒直し、

更新する。

既存の商品やサービスが、ネットゼ

ロへの移⾏をどのように⽀援し、リ

スクを軽減しているか、またそのよ

うに変更できるかどうか、さらに気

候変動に適合した新たな商品やサー

ビスが必要かどうかを評価する。

シナリオ分析、ファンダメンタル

分析、ストレステストを投資プロ

セス全体および戦略的資産配分に

組み込む。

ポートフォリオ企業、製品、プロ

ジェクト全体の森林破壊と転換に

関するリスクとパフォーマンスの

詳細な年次評価を実施する。

NZAOA⽬標設定プロトコル（TSP）、
ネットゼロ投資フレームワーク

（NZIF）、またはネットゼロのための
グラスゴー⾦融連合（GFANZ）のセク
ター別パスウェイ作業を参考に、セク

ターと資産レベルの詳細なシナリオ分

析を開発し、この分析を投資プロセス

全体と戦略的資産配分に活⽤する。

資産配分

ポートフォリオのうち、1.5℃への移
⾏を⽬指す企業、製品、プロジェク

トへの投資⽐率を⾼める。

すでに1.5℃に整合している企業、製
品、プロジェクトへの投資⽐率を⾼

める。

ネットゼロの製品設計

実経済の影響

透明性および整合性

データの⼊⼿可能性、

規模

加速

⼿法

公正な移⾏の成果

気候変動を戦略的資産配分に組み

⼊れ、複数の資産クラスにおいて

1.5℃に適合した企業、製品、プロ
ジェクトの投資に対し、以下の点

を検討する：

1.5℃の道筋に沿って、気候ソリュ
ーション（クリーンエネルギーや

低炭素機会など）への投資を⻑期

的に増加させることを約束する。

ネットゼロ⽬標や戦略のような優

先的な移⾏計画

気候ソリューションを開発・拡⼤

する企業・活動を⽀援する投資を

⾏う

ポートフォリオ排出量の削減

ジャスト・エナジー・トランジシ

ョン・パートナーシップ（JETPs）
のような、脱炭素化と再⽣可能エ

ネルギーへのアクセスを提供する

ための国主導のイニシアティブを

含む、新興市場や発展途上国への

国際的な資⾦フローの増加

また、慣習上の⼟地の権利や地域

の⽣計を⽀援する、直接的・間接

的な事業を通じた⾃然ベースの解

決策への融資を⾏う。

全ての資産クラスにおいて、以下に向

けた1.5℃に適合した企業、製品、プロ
ジェクトに投資する（そしてその割合

を毎年増加させる）； 

1 重点 分野

投資



レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

エンゲージメントへの取り組み

より効果的な気候ガバナンス、

GHG排出量と物理的気候リスクの
管理と情報開⽰、気候変動機会の

特定、企業や同業者とのエンゲー

ジメントを促進するエンゲージメ

ント・イニシアティブに参加す

る。

⾼排出企業に対し、1.5℃に沿った事
業戦略および確固たる気候変動移⾏計

画を策定するよう奨励するイニシアテ

ィブに積極的に参加する。

エンゲージメント・イニシアティブにおいて主導的な役割を果たす。例え

ば、1.5℃に沿った事業戦略、気候変動⾏動計画、ネットゼロ⽬標の策定と公
表を企業に奨励する投資家ネットゼロ・アライアンスなど。

重要かつ体系的な気候変動リスクと機会（事業戦略を1.5℃の道筋に沿わせる
ことへのコミットメントが不⼗分な場合）に対処し、森林破壊の影響、リス

ク、機会に対処するよう企業に求める気候変動決議を⽀持する。

企業が直接事業やバリューチェーン

全体で、コモディティ主導の森林破

壊に取り組むことを奨励するエンゲ

ージメント・イニシアティブに積極

的に参加し、または主導する。

両側性のエンゲージメント

企業、資産運⽤会社、コンサルタ

ント、業界フォーラム、その他の

団体と直接関わり、GHG排出量と
物理的気候リスクについて、より

効果的なガバナンス、管理、情報

開⽰を促す。

公正な移⾏の原則に沿って、バリュー

チェーン全体でGHG排出量を削減し、
公共政策活動をパリ協定の⽬標に整合

させるよう、（直接または業界団体∕

貿易団体を通じて）企業に働きかけ

る。

明確なマイルストーンとエスカレーシ

ョン戦略を持つエンゲージメント戦略

を策定し、エンゲージメントの基礎と

して企業と共有する。

ポートフォリオ企業の⼤半が、1.5℃
に沿った事業 戦略を有するか、科学
的根拠に基づく⽬標設定、気候 ⾏動
計画、TCFDの情報開⽰を通じて、そ
のような戦略の確⽴にコミットして

いることを確認する。

ポートフォリオの中で最も排出量の

多い企業とのエンゲージメントを優

先し、脱炭素化やエスカレーション

⽅針に沿った戦略を採決するエンゲ

ージメント⽬標を設定する。

バリューチェーン全体で森林減少・

転換を削減し、公共政策活動を森林

減少・転換⽬標に整合よう、（直

接、または業界団体や業界組織を通

じて）企業に働きかける。

ポートフォリオに含まれる全ての企

業が、1.5℃に沿ったセクター別ベン
チマーク、分類、閾値を 満たすよ
う、エンゲージメントとエスカレー

ション戦略を実施する。

環境・社会・ガバナンス要因（取締

役会議決権⾏使、株主総会決議、そ

の他の経営提案に重点を置く）に関

する詳細な議決権⾏使⽅針と記録を

公表し、投資家が企業の気候変動対

策計画や決議に賛成するために満た

すべき基準を公表する。

すべての関連企業が、森林破壊に特

化した社内⽅針、規制、または確⽴

された要件に違反していないことを

確認するため、ポートフォリオ内の

全企業の森林破壊と転換のパフォー

マンスを毎年スクリーニングし、モ

ニタリングする。

企業に関するエスカレーションと株主とのエンゲージメント

気候変動、公正な移⾏、森林破壊

を、投資⽅針声明、エンゲージメ

ント戦略、委任状投票ガイドライ

ンに明確に組み込む。

⼆者間または共同でのエンゲージメン

トに適切に対応しない企業、資産運⽤

会社、その他の事業体に対する明確な

エスカレーション戦略を確⽴する。

⼆者間または協調的な関与に適切に

対応していない企業に関して気候変

動決議を⽀持し、気候変動や森林破

壊を理由とする動議には反対票を投

じる。

ESG関連決議について、遅れをとって
いると判断された企業への投票意向

を事前に表明する

⼆者間または共同でのエンゲージメ

ントに適切に対応していない企業に

対し、気候変動決議を提出または共

同提出する。

ESG関連決議を経営提案に採⽤するよ
う企業経営陣を⽀援する。

2

05

重点分野

企業とのエンゲージメント



レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

投資家の声明

パリ協定の⽬標達成、公正な

移⾏３の原則に沿ったネット

ゼロ移⾏への⺠間セクターの

投資加速、TCFD、TNFD、ISSB
を含む、現在および今後の基

準や分類に沿った気候・⾃然

関連の財務報告の改善を、政

府やその他の公的機関に求め

る投資家共同声明や書簡に署

名する。

2050年またはそれよりも早い時期にネットゼロ・エミッションの達成を⽬指す、次のような具体的な政策措置の実施を各
国政府に求める投資家共同声明を⽀持する：⽯炭の廃⽌、化⽯燃料補助⾦の廃⽌、カーボンプライシングの導⼊、気候・

⾃然関連の情報開⽰の義務化。

2050年またはそれより早く、
世界的ネットゼロ・エミッシ

ョンの達成に関連する政策や

規制を⽀援し、投資家コミュ

ニティの意⾒を外部の利害関

係者を代表する、公共政策に

関するコンセンサス、ネット

ゼロに沿った意⾒の策定を⽀

援し、意⾒を述べる。

気候変動に関する政策⾏動のケースを提⽰する独創的な研究・報告書の出版および、ま

たは気候変動に関する政策⾏動を呼びかけるメディア・広報活動の実施。特定の部⾨、

地域社会、経済全体における排出量削減を達成する上で、公共政策が不可⽋な役割を果

たすことを強調するための分析を提供する。

第三者が保証し、また科学的根拠に基づいた、短期・中期・⻑期の⽬標に拘束される、

ネットゼロ気候⾏動計画の公表を義務付ける公共政策の採⽤を、投資業界全体に奨励す

る。

ロビー活動

投資家が実施するすべてのロ

ビー活動をパリ協定の⽬標に

整合させる。

投資家の業界団体が実施するすべてのロビー活動がパリ協定の⽬標を

⽀持し、損なわないようにする。

業界団体の会員を公表する。

⼆国間または共同での関与に適切に対応しない業界団体に対する明確

なエスカレーション戦略を確⽴する。

すべての関連業界団体、投資先企業、業界団体

のロビー活動を⾒直し、パリ協定の⽬標や森林

破壊に関連する⼈権侵害の撤廃を⽀持し、損な

うことのないようにする。

⽬標に沿っていない場合は、団体にロビー活動

の中⽌を求めるか、または業界団体のエスカレ

ーション戦略の段階的ステップに従うよう伝

え、従わない場合には、最終的には、その団体

の会員資格や⽀援を停⽌する。

企業によるロビー活動が公に情報開⽰されるよ

うにする。

アドボカシー

（パリ協定の⽬標に賛同す

る）地域またはグローバルな

投資家ネットワークに参加

し、組織のアドボカシー活動

に貢献する。

各国政府やその他の政策⽴案

者、規制当局に対し、パリ協

定の⽬標を達成し、公正な移

⾏の原則に沿ってネットゼ

ロ・カーボン経済への⺠間投

資を加速させ、最新の枠組み

や国際基準に沿った気候・⾃

然関連の財務報告を義務化す

るよう求める。

政府やその他の政策⽴案者、規制当

局に対し、⽯炭の段階的廃⽌、化⽯

燃料補助⾦の段階的廃⽌、国家的な

ネットゼロ⽬標の設定、気候ソリュ

ーションへの⺠間投資を呼び込むた

めのクリーン投資計画の実施、カー

ボン・プライシングの導⼊、違法な

森林伐採を防⽌するための法律の施

⾏、2050年までにネットゼロを達成
するという⽬標に沿った合法的な森

林伐採を削減するための政策の導⼊

などの政策措置を実施するよう求め

る。

1.5℃に整合的な資本フローを確保するための持
続可能な⾦融政策および規制措置の議論におい

て、強⼒な公的⽀援を提供し、主導的で積極的

な役割を果たす。

各国政府に対し、ジャスト・エナジー・トラン

ジション・パートナーシップ（JETPs）のような
イニシアティブを通じて、新興市場や途上国経

済への1.5℃に整合的な資本フローを動員するた
めの政策措置を実施するよう求める。

各国政府に対し、野⼼的なネットゼロの約束の

ための公平な競争条件を確保し、移⾏のリスク

を排除し、ネットゼロの整合による経済的便益

を最⼤化するため、期限付き（短期、中期、⻑

期の⽬標）および第三者が承認した気候⾏動計

画を義務付けるよう求める。

06

3 重点分野

政策アドボカシー
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レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

コミットメント、⽬的および⽬標

気候変動が新たな重⼤な課

題（例：物理的気候リス

ク）をもたらし、関連する

リスクと機会を投資実務に

統合させる組織全体のコミ

ットメントが必要であるこ

とを認識する正式な声明を

発表する。

気候変動に関する組織およびポートフォリオの⽬的∕⽬標を公表し、それ

に対する進捗を年次ベースで報告する。

組織のネットゼロ⽬標と測定基準（公正な移

⾏、事業背景、前提条件、⽅法論などの包括的

原則を含む）を定めた、CEOや会⻑などの上級
管理職や取締役会のメンバーによる声明、また

はその承認⽂を公表する。

組織のネットゼロ及び中間⽬標を達成するため

の⽬標、⾏動、説明責任の仕組みを定めた気候

変動⾏動計画を公表する。

気候変動に関する定量化された中間および⻑

期の期限付き⽬標や指標を公表し、それに対

する進捗状況を毎年報告する。

排出量のレポーティング

少なくとも1つのポートフォリオまたは資産クラスのGHG
排出量プロファイルを公表する。

ポートフォリオの排出量プロファイルを算出

するための分析⼿法と基礎データの詳細な説

明を、少なくとも年1回公表する。

スコープ1、スコープ2、スコープ3の排出量に
関する報告を、すべての管轄区域で少なくとも

年1回 公表する。漏れがある場合は、説明す
る。

排出量報告の第三者検証を取得する。 

ポートフォリオ評価

気候変動が投資ポートフォリオにもたらすリスクと機会

の評価を公表する。

投資家が実施したシナリオ分析の詳細（基礎

となる前提および使⽤したシナリオに関する

情報を含む）を公表する。

森林破壊に関するポートフォリオの年次スク

リーニングとモニタリングの結果を公表す

る。

戦略的資産配分および投資プロセス全体に関す

る考察を含め、ポートフォリオ・リスク評価の

結果として講じた措置の詳細を公表する。

TCFD への整合

TCFDを⽀持する公式声明を
発表する。

財務報告書でTCFD提⾔に関する情報の⼀部を公表する。
TCFD提⾔に関するすべての情報を財務報告書で
公表する。

進捗と評価の情報開⽰

TCFDやその他の関連する報
告フレームワークのガイダ

ンスに照らして、現在の開

⽰内容を評価する。

企業エンゲージメントに

よって達成された成果と

影響の評価を公表する。

種類別（除去、貯留、⾃然または技術的解

決など）に使⽤されたクレジットの数、

緩和活動の種類、

カーボン・ポジティブな貢献を測定するた

めの会計⽅法、

クレジットの第三者検証、

クレジットの使⽤⽅法と使⽤時期、クレジ

ットは残余排出量の中和にのみ使⽤されて

いることを確認する。

政策提⾔により達成された成果と影響の評価を

公表する。

炭素（カーボン）クレジットに関するデータを

公表し、ポートフォリオ排出量とは別に、以下

の事項を報告する：

投資家の気候変動報告及び炭素クレジットから

独⽴した第三者による評価を公表する。

気候変動⾏動計画の進捗報告を公表する。

TNFD（⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース）
の開⽰草案と整合し、2023年9⽉に公表される
TNFDの開⽰枠組みバージョン1に沿った情報を
公表する。

4 重点分野

投資家による情報開⽰



レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

⽅針

気候変動リスクと機会を管理するため

の組織のアプローチを定義する、投資

信念または投資⽅針声明を策定する。

気候変動⾏動計画を下⽀えする追加的

な政策（例：森林減少政策、関与政

策）を修正・策定し、それらが科学的

根拠に基づくものであ り、移⾏シナ
リオやパスウェイと連動していること

を確認する。その際に、政策の範囲、

条件、除外事項、期限を明確に定める

べきである。

全ての⽅針が定期的ンに⾒直され、ア

ップデートされるようにする。

気候変動リスクと機会が、⻑期的な価

値創造、受益者や顧客に負っている受

託者責任やその他の責務にとって、ど

のように不可⽋であるかを説明する。

投資信念、計画、⽅針を含む気候変

動戦略が、取締役会により完全に承

認されるようにする。

投資信念、計画、政策を含む気候戦略が、排出量の多いセクターや活動に

適⽤されるようにする。

説明責任

気候変動に関する組織のコミットメン

トを監督・遂⾏し、組織の気候変動パ

フォー マンスを報告するための役割
と責任を定める。

トップダウンとボトムアップの監視構

造を通じ、意思決定プロセスに気候変

動戦略をどのように組み込むかを説明

する。

取締役会および、または取締役会の

委員会の職務権限と役割記述書に、

正式な気候変動責任を定義する。

移⾏活動の資⾦調達⽅法と、

CAPEX、 OPEX、収益予測などの分
野への影響を説明する。

組織の気候変動に関する⽅針と計

画を、組織全体のあらゆる役割に

対して効果的に実施するために、

適切な資源や研修を提供する。

事業部⾨や投資チームが、組織全

体で協⼒して気候変動⽬標を達成

するよう奨励し、そのための体制

を整える。

気候変動に関連する指標の達成を、

報酬やインセンティブに整合させ

る。

5

08

重点分野

ガバナンス
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5
レベル 4 レベル 3 レベル 2 レベル 1

計画と評価

戦略的資産配分への影響の検討を含

め、組織の気候変動関連の⽬標を達

成するため、また気候変動がポート

フォリオにもたらすリスクと機会を

管理するための、気候変動⾏動計画

を策定する。

⽬標設定における範囲が、中間⽬標

と⻑期⽬標のどちらに関係するの

か、気 候変動⾏動計画の更新プロセ
ス、既存のビジネスからの脱却をど

のように⾏うのかを明確にする。

⽬標が達成され、気候変動リスクの

エクスポージャやベストプラクティ

スが出現・進展した場合に、投資戦

略を⾒直し、修正するプロセスを導

⼊する。

気候変動⾏動計画を定期的に更新

し、進捗状況を⽰すとともに、必要

な場合は最終⽬標を更新する。

データの制約に対処するための措置

を報告する。

座礁資産を特定し、段階的に廃⽌す

る戦略を含む気候変動対策計画が、

事業のあらゆる部分において、中

間・⻑期のネットゼロ⽬標にどのよ

うに整合しているかを確実に⽰す。

気候変動対策計画が、公正な移⾏を

どのように⽀援するかを記述する。

気候変動対策計画が、組織の資本⽀

出と研究開発の分析を含むことを確

認する。

気候変動⾏動計画を促進するために

必要な具体的な政策や規制を報告す

る。

外部の利害関係者が、提案された⾏

動と計画の妥当性を評価できるよう

にする。ネットゼロ・アライアンス

のメンバーの場合、これには最低限

アライアンスのコミットメントが含

まれる。

専⾨サービス会社や⾮政府組織な

ど、適切な資格を有す第三者による

計画の独⽴した検証を確保する。

スキル評価

気候変動戦略や気候変動⾏動計画の

要素を⽂化や実務に組み込むた めに
必要なリソース要件や変更管理プロ

グラムを評価する。

組織の気候変動戦略、ポートフォリ

オのリスク評価、気候変動アクショ

ンプランの策定について、取締役会

レベルでの認識を⾼める。

取締役会および全職員を対象に、気

候変動リスクと機会、投資ポートフ

ォリオへの影響に関する定期的な研

修を実施する。

取締役会、上級管理職、投資チーム

のために、気候変動に関する組織の

知識と専⾨性を公式に評価する。

組織の全階層が、外部の気候変動専

⾨家、環境正義の専⾨家、および深

い技術的知識のためのリソースにア

クセスできるようにする。

取締役会が、気候変動に関連するリ

スクと機会、及び気候変動⾏動計画

を監視・評価・管理するための⼗分

な能⼒を有していることを保証す

る。

取締役会及び上級管理職を含む全ス

タッフが、投資家の資産に関する公

正な移⾏を確保する社内プロセス及

び責任の開発を促進するため、公正

な移⾏の要素の理解、もしくは公正

な移⾏に関する研修を受ける、もし

くはその機会を確保する。

取締役会の報告

気候変動対策計画の実⾏について、

取締役会に対して責任を負う組織内

の役割を特定する。

ポートフォリオ関連の気候変動

リスクと 機会を定期的検証
気候関連⽬標に対する進捗評価

気候変動⾏動計画に対する進捗

の定期的検証 

取締役会/取締役委員会が以下を確実
に実施する：

実体経済移⾏への貢献に関する指標 
投融資先の排出量

気候変動⾏動計画の内部実⾏

主要なエンゲージメント活動の結果

ネットゼロ戦略が組織全体の業務プロセスに組み込まれたことに伴う、変

更管理のパフォーマンス指標。

・気候変動対策⾏動計画の進捗に関する独⽴機関による評価報告書

以下の事項を取締役会および上級管理職に定期的に報告する：

重点分野

ガバナンス



転換
⾃然⽣態系が他の⼟地利⽤へ転換されること、または⾃

然⽣態系の種の構成、構造、機能が著しく変化するこ

と。転換には、⽣態系の以前の種の構成、構造、または

機能に実質的かつ持続的な変化をもたらす深刻な劣化ま

たは管理⼿法の導⼊が含まれる。この定義を満たす⾃然

⽣態系への変化は、合法か否かにかかわらず、転換とみ

なされる。

気候ソリューション 
実際の経済活動におけるGHG排出の排除、除去、削減に
直接貢献する、あるいはこれらのソリューションの拡⼤

を直接⽀援する技術、サービス、ツール、社会的・⾏動

的変化。これらのソリューションには、⾼排出資産の段

階的廃⽌の前提条件となる、⾼排出活動に代わるゼロ炭

素活動の拡⼤や、⾃然ベースのソリューション、炭素除

去技術などが含まれる。

森林破壊 
i) 森林以外の⼟地利⽤（合法か否かを問わない）、 ii) 植
林地への転換、 iii) 持続的劣化による、⾃然林の減少を
指す。深刻な劣化は、その⼟地がその後⾮森林⼟地利⽤

に使⽤されなくても、森林減少となる。⾦融セクターの

森林減少に関する詳細は、こちらをご覧ください。 

森林破壊に関連する⼈権侵害 
森林破壊に関連する⼈権とは、農業や森林リスク商品の

ための⾃然⽣態系の破壊や転換に関連する⼈権である。

森林伐採や転換に関連する⼈権は多岐にわたるが、具体

的には、⾃由意思に基づき、事前に⼗分な情報を与えら

れた上で同意する権利、先住⺠族や地域コミュニティの

⼟地の権利、労働者の権利の3つが含まれる。

経済原単位
単位経済価値あたりの温室効果ガス排出量の測定。

投資家気候変動⾏動計画∕移⾏計画
投資家気候変動⾏動計画は、気候変動移⾏計画やネットゼ

ロ移⾏計画とも呼ばれ、遅くとも 2050年までにネットゼロ
に到達するための温室効果ガス排出量のパスウェイと組織

の事業活動を整合させるために、個々の組織が設定する⽬

標、⾏動、説明責任の仕組みの集合である。このパスウェ

イの⾼く求めるところは、産業⾰命以前のレベルより1.5℃
上昇し、オーバーシュートが低い、あるいは全くない世界

気温の最⼤上昇と⼀致することである。

公正なエネルギー転換パートナーシップ

（JETPs）
JETPsは、COP26で発表された資⾦協⼒メカニズムであり、
⽯炭依存度の⾼い新興国の中から選ばれた国々の公正なエ

ネルギー転換を⽀援することを⽬的としている。その⽬的

は、⽯炭⽣産と消費から脱却するために、これらの国が独

⾃に設定した道筋を⽀援することであり、その⼀⽅で、影

響を受ける労働者のための訓練や代替雇⽤の創出、影響を

受ける地域社会のための新たな経済機会の確保など、社会

的影響に対処する形でそれを⾏うことである。

⾝体活動強度指標 
単位⾝体活動あたりの温室効果ガス排出量の測定。

⽤語集
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[プルアウトボックス] これらの定義は、すべて以下から
引⽤されています。 ICAPガイダンス、GFANZ⾦融機関ネ
ットゼロ移⾏計画ガイダンス。またネットゼロ、ジャス

トトランジション、オフセット等その他の⽤語について

はグローバルキャノピー⾦融セクタロードマップから、

またゼロへのレースもご参照ください。

https://theinvestoragenda.org/wp-content/uploads/2021/05/guidance.pdf
https://www.gfanzero.com/our-work/financial-institution-net-zero-transition-plans/
https://guidance.globalcanopy.org/roadmap/
https://climatechampions.unfccc.int/wp-content/uploads/2022/06/R2Z-Lexicon-2.0.pdf


この出版物は、The Investor Agendaの資⾦提供パートナーであるBloomberg
Philanthropies、ClimateWorks Foundationからの助成⾦により作成され、和訳版
は、Cathay Financial Holdingsからの後援⾦により発⾏されました。

The Investor Agenda は、炭素排出量ネットゼロの経済に向けた投資家の⾏動を加
速させることに焦点をあてた、統⼀的かつ包括的な、気候危機に関する共通の

リーダーシップ・アジェンダです。The Investor Agendaの設⽴パートナーは、投
資家と連携する次の主要７団体です。: 気候変動に関するアジア投資家グルー
プ、CDP、Ceres、気候変動に関する投資家グループ(IGCC)、気候変動に関する機
関投資家グループ(IIGCC)、責任投資原則(PRI) 、国連環境計画・⾦融イニシアチ
ブ(ENUP FI)。
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